
02年国調 372,760 人
27年国調 377,598 人
 増減率 -4,838 人 -1.28%

 6.1.1 365,572 人
 5.1.1 368,785 人  　 ０２年国調
 増減率 -3,213 人 -0.87%   　２７年国調

歳入総額
徴収済額 構成比 増減率 歳出総額

個人分 　 歳入歳出差引
法人分 　 翌年度へ繰越すべき財源

地方税 60,897,916 36.5 1.9 56,998,262 61.9 ○ 実質収支
地方譲与税 1,426,704 0.9 0.8 1,426,704 1.5 　 単年度収支
利子割交付金 16,968 0.0 △ 19.1 16,968 0.0 　 積立金
配当割交付金 311,150 0.2 22.7 311,150 0.3 ○ 繰上償還金

310,101 0.2 69.1 310,101 0.3 ○ 積立金とりくずし額
地方消費税交付金 9,996,572 6.0 △ 0.4 9,996,572 10.9 ○ 実質単年度収支
ゴルフ場利用税交付金 49,382 0.0 △ 3.6 49,382 0.1 ○ 職員数    給料月額
軽油・自動車交付金 2,935 0.0 0.0 2,935 0.0 ○
自動車税環境性能割交付金 113,450 0.1 23.3 113,450 0.1 　 一般職員
法人事業税交付金 964,173 0.6 △ 11.1 964,173 1.0 ○  うち消防職員

地方特例交付金 383,140 0.2 3.4 383,140 0.4  目的税 ○  うち技能労務員

地方交付税 23,045,466 13.8 1.8 20,764,129 22.6 　 教育公務員
内 普通交付税 20,764,129 12.5 2.1 20,764,129 22.5 　 臨時職員
訳 特別交付税 2,281,337 1.3 △ 0.9 　
  （一般財源計） 97,517,957 58.5 1.7 91,336,966 99.1 　
交通安全交付金 55,721 0.0 △ 10.0 55,721 0.1 　
分担金・負担金 1,239,893 0.7 △ 1.3 　    合      計
使用料 1,363,693 0.8 2.4 234,515 0.3    合     計
手数料 793,885 0.5 △ 4.9 　 ○ 定数
国庫支出金 29,449,435 17.6 △ 4.2 　 　
都道府県支出金 10,783,175 6.5 △ 1.5 　 ○ 1
財産収入 940,314 0.6 63.4 188,454 0.2 ○ 　 2
寄附金 1,289,451 0.8 32.5 ○ 　 1
繰入金 2,216,871 1.3 276.9 ○ 　 1
繰越金 3,655,462 2.2 △ 5.8 ○ 　 1
諸収入 9,128,861 5.5 △ 47.7 244,412 0.3 　 ○ 34
地方債 8,345,100 5.0 35.2 ○ 　
  歳入合計 166,779,818 100.0 △ 2.3 92,060,068 100.0 　 　

     区      分    決算額  Ａ   増減率 Aのうち普通建設事業費Aの充当一般財源等額

 基準財政収入額
 基準財政需要額
 標準税収入額等
 標準財政規模

24,740,972 15.4 △ 4.6 22,282,559
17,195,242 10.7 1.0 15,320,645
36,510,595 22.7 6.9 14,480,951
16,917,629 10.5 2.5 16,906,059
16,913,940 10.5 2.5 16,902,370

3,689 0.0 △ 13.8 3,689
  　    －

78,169,196 48.6 2.1 53,669,569   　    －
21,931,839 13.7 △ 4.5 16,578,244
2,202,541 1.4 14.7 2,172,748

19,604,278 12.2 △ 28.4 14,370,457
2,844,394 1.8 22.7 2,167,847 法適用 職員数 減債

13,158,113 8.2 4.2 11,027,175 　 55 特定目的
1,289,471 0.8 94.6 532,981 　 18 土地開発
6,836,071 4.3 △ 19.2 218,460 　 0 定額運用

0.0   有 1 地方債現在高
17,409,139 10.8 19.9 6,153,573 　 1

393,859 0.2 21.6 393,859 水道事業   有 123 保証・補償

15,976,414 9.9 21.5 5,678,266 下水道事業   有 70 その他

 補  助 6,506,753 4.1 20.9 1,675,783 病院事業   有 0 実質的なもの

 単  独 9,469,661 5.7 22.0 4,002,483 観光施設事業 　 0 現年分 合  計

1,432,725 0.9 5.0 475,307   有 0 99.6% 99.2%

　 51 99.7% 99.1%

160,600,648 100.0 △ 2.7 104,723,207 　 10 99.7% 99.2%
（注）　１． 普通建設事業費の補助事業費には受託事業費のうちの補助事業費を含み、単独事業費には同級他団体施行事業負担金及び受託事業費のうちの単独事業費を含む。

２． 構成比は区分毎に端数処理をしているため、各区分の計が合計等と一致しない場合がある。

令和5年度
人
口

産業構造・就業人口 面積 中核市
ふりがな ながの

 区   分 ０２年国調 ２７年国調 人口密度 446.5人 団体名  長野市  

834.81ｋ㎡
県名 長野県

コード番号 202011
市町村類型

地方交付税種地 Ⅰ－６

決算状況
台
帳
人
口

住
民
基
本

第１次 9,927 人 5.2 ％ 11,593 人 6.1 ％ 人口集中地区人口
区　分第２次 39,383 人 20.5 ％ 41,409 人 22.0 ％     272,005  人 令和５年度 令和４年度

  (単位 千円)          (単位 千円)

歳  入  の  状  況  （単位  千円・％）
         市  町  村  税  の  状  況    （単位  千円・％）  指定団体等

収
支
状
況

166,779,818 170,676,355
区     分

第３次 128,507 人 67.0 ％ 130,419 人 69.1 ％     255,665  人

基準税額×100/75 超過課税分収入済額  の指定状況 160,600,648 165,123,960

区分  決算額 構成比 増減率 経常一般財源等  構成比
 市町村 21,920,189 36.0 2.8
 民  税 5,803,382 9.5 1.5 4,490,436 1,378,359 低 開 発 2,470,369 1,758,529

22,349,389 新    産 6,179,170 5,552,395

山    振 3,708,801 3,793,866
 軽自動車税 1,361,781 2.2 2.7 1,345,752
 固定資産税 23,202,355 38.1 1.3 22,936,344

過    疎 △ 85,065 △ 237,106
 市町村たばこ税 2,410,483 4.0 1.6 2,317,843 準 過 疎 15,675 12,757
 鉱産税 辺    地 0 0

株式等譲渡所得割交付金  特別土地保有税 中部圏都市 1,700,000 0
   小     計 54,698,190 89.8 1.9 53,439,764 1,378,359 豪    雪 △ 1,769,390 △ 224,349
 法定外普通税

 Ａ (人)        Ｂ  (千円)    Ｂ／Ａ  (円)
都 市 計

区　分
1人当り平均給料月額

 旧法による税 農    振
農 工 導

一
般
職
員
等

2,529 835,062 330,195
農    構 482 156,386 324,452

内
 
 
訳

入湯税 42,499 0.1 17.4
6,199,726 10.2 2.0

市町村圏 40 16,082 402,050
林    構 105 36,952 351,9242,195,340

都市計画税 3,899,654 6.4 1.6

事業所税 2,257,573 3.7 2.4 6 1,753 292,1672,195,340

2,575 852,897 331,222
一部事務組合加入の状況

特別職等 給料(報酬)
適用開始年月日

1人当り平均給

適
用
税
率
の
状
況

市
町
村
民
税

個
人
分

均等割   3,500円

市
町
村
民
税

60,897,916 100.0 1.9 1,378,359
料(報酬)月額

２号 144,000円 退職手当 火葬場 (円)

 
法
人
分

均等割

１号 60,000円 議員公務災害 し尿処理

３号 156,000円 非常勤公務災害 林野  市町村長  ３１．１．１ 1,097,000

所得割

４号 180,000円 税等滞納整理 消防公務災害  副市長  ３１．１．１ 899,000
標準税率 ５号 192,000円 財産管理 小学校  教育長  ３１．１．１ 736,000

　 ２．１．１ 732,000
比率 1.0 ７号 492,000円 介護認定 農業共済事業  議会副議長 　 ２．１．１ 654,000
に対する ６号 480,000円 老人福祉 中学校  議会議長

606,000

固定資産税   1.4/100
９号 3,600,000円 ごみ処理
８号 2,100,000円 伝染病 後期高齢  議会議員 　 ２．１．１

性  質  別  歳  出  の  状  況  （単位  千円・％）
         目  的  別  歳  出  の  状  況  （単位  千円・％）

区       分
   指数等

  構成比 前年度  (単位 千円)
   議会費 657,898

法人税割 8.4/100

54,023,886

区分  決算額 構成比 増減率
充当

一般財源等額
 経常経費充当
一般財源等

 経常収支比
率

   総務費
0.4 △ 5.6 697,115 0 656,872

５
年
度

9,177,171

74,788,015
   民生費 62,622,826 38.9 5.9 59,113,334 721,364 33,448,362 68,594,356

14,404,982 9.0 △ 5.0 15,170,902 510,894 11,190,213

91,426,035
 人件費 21,950,398 23.3    労働費 424,769 0.3 77.7 239,000 250,766

   衛生費 13,411,201 8.4 △ 1.6 13,627,980 970,485
148,308 財政力指数 0.71

           うち職員給    農林水産業費 2,226,180 1.4 0.2 2,222,722 853,131 1,333,741 実質収支比率        4.1 ％
 扶助費 9,319,890 9.9    商工費 9,494,690

内
訳

 元利償還金 16,899,153 18.0    消防費 5,197,476 3.2

     100.7 ％
 公債費 16,902,842 18.0    土木費 17,313,313 10.8 5.8 16,358,504 6,820,818

5.9 △ 54.0 20,624,809 603,517 2,483,908 経常一般財源等比率

7.3 4,844,290 583,019 4,122,733 公債費比率       8.9 ％
11,735,905 公債費負担比率       17.9 ％

14.9 14,353,156 4,662,420 13,044,555 起債制限比率 7.4 ％ 一時借入金利子 3,689 0.0    教育費 16,496,886 10.3

     （小計）
   災害復旧費 1,432,725 0.9

48,173,130 51.1    公債費 16,917,702 10.5 2.5 16,507,001 16,906,132 連結実質赤字比率
5.0 1,365,147 475,307

健全化
判断
比率

実質赤字比率

実質公債費比率        5.2 ％
 維持補修費 1,653,229 1.8    前年度繰上充用金
 物件費 15,859,415 16.8    諸支出金

将来負担比率       20.6 ％
 補助費等 10,799,625 11.5      歳出合計 160,600,648 100.0 18,012,993

    うち一部組合負担金 2,167,624 2.3

公
営
企
業
等
の
状
況

   事業名 収支額 普通会計からの繰入額

国保事業の状況

加入世帯数
△ 2.7 165,123,960 15,976,414 104,723,207

基金
現在高

財調
42,494世帯

被保険者等数 62,347人

7,939,181
 繰出金 9,890,742 10.5 国民健康保険(事業) 787,926 2,394,819 (うち退職被保険者世帯数) (0) 15,428,856

1,192,327
 投資・出資金・貸付金 6,908 0.0 老人保健医療 0 0 (うち退職被保険者等数) (0) 179,591
 積立金     〃      (直診) 1,000 102,625

1,090,540 391,649 被保険者一人当たり費用 492,077円 　

一世帯当たり保険料調定額 142,422円 132,530,974
 投資的経費  経常経費充当一般財源等計 駐車場事業 0 153,379 一人当たリ保険料調定額 96,450円
 前年度繰上充用金 産業団地事業 15,484 0

１ 号 被 保 険 者 数 ６ ５ 歳 以上 111,872人 8,854,110

 うち
(減税補てん債・臨時財政対策債除く) 0 0 保険料調定額 7,548,889 　

普通建設事業費  経常収支比率   91.8％ 1,925,960 4,279,400

介護保険状況
  (93.8 ％) 53 68,390

債務負担
行為(翌
年度以降
支出予定

額)

物件等購入 24,492,455
        うち人件費 86,383,049

市町村民税 46.9%

失業対策事業費 ラスパイレス指数   100.2 介護保険事業 821,495 5,266,324

　　(1号被保険者)
徴
収
率

区   分 滞繰分

災害復旧事業費 歳入経常一般財源 94,127,568 観光施設事業 △ 12,955

   歳出合計      （５年４月１日現在） 後期高齢者事業 10,936 5,170,958 保険給付費

52,437 支払基金交付金 9,047,858

内
訳

32,182,085 税合計 41.5%

　　(2号被保険者) 固定資産税 37.0%


